
Ⅰ．基本情報

（別紙１-１）
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定期的にセンター的機能の評価を行っている

センター的機能充実のため研修会を行っている

地域の相談ニーズを吸い上げる仕組みを構築し

ている

特別支援教育コーディネーターを複数配置して

いる
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図１ 校内体制の整備
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センター的機能に関わり都道府県等から指導

助言を受けたり、必要な情報を得ている

センター的機能に関わり特別支援教育セン

ター、教育事務所等と連携している

都道府県等の巡回相談員と連携している

都道府県等の専門家チームと連携している

その他

図２ 都道府県等との連携
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

センター的機能に関わり市区町村と情報交換の場を

設けている

センター的機能に関わり市区町村と連絡調整等を行っ

ている

市区町村の巡回相談員と連携を行っている

市区町村の専門家チームと連携を行っている

その他

図３ 市区町村との連携
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他の特別支援学校と連絡調整等を行っている

近隣の小・中学校等と連絡調整等を行っている

地域の教育資源（幼、小、中、高、特別支援学校、特

別支援学級、通級指導教室等)のネットワークが構築

されている

その他

図４ 他の特別支援学校等とのセンター的機能に関わる連携
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Ⅱ．センター的機能の取組の実際

１．小・中学校等の教員への支援機能
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図５　教員からの相談件数（延べ件数）
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２．特別支援教育等に関する相談・情報提供機能
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図９　子供及び保護者からの相談件数（延べ件数）
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図１１ 子供及び保護者からの相談（内容）
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小・中学校等の教員を対象に特別支援教育

に

関する内容の通信や印刷物等を配付してい

る

センター的機能のPRや特別支援教育に関す

る

内容をWebページで公開している

その他

図１２ 小・中学校等への情報提供機能
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３．障害のある幼児児童生徒への指導・支援機能

図１３-１　（自校以外に在籍する）子供への直接的な指導（国立）

図１３-２　（自校以外に在籍する）子供への直接的な指導（公立）

図１３-２　（自校以外に在籍する）子供への直接的な指導（私立）
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４.福祉、医療、労働などの関係機関等との連絡・調整機能

５．小・中学校等の教員に対する研修協力機能
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支援に活用している

福祉機関とのネットワークを地域の小・中学校等の支援

に活用している

労働機関とのネットワークを地域の小・中学校等の支援

に活用している

その他

図１４ 福祉、医療、労働などの関係機関等との連絡・調整機能

国立

公立

私立

36 26 29 8 

715 

612 
690 

144 

1 1 0 1 
0

100
200
300
400
500
600
700
800

学
校
や
地
域
で
、
特
別
支

援
教
育
に
関
す
る
研
修

会
・
講
演
会
を
実
施

学
校
の
校
内
研
修
会
を
地

域
の
小
・
中
学
校
等
の
教

員
に
公
開
し
て
実
施

地
域
の
小
・
中
学
校
等
の

校
内
研
修
会
に
講
師
と
し

て
参
画

そ
の
他

（校数）

図１５ 小・中学校等の教員に対する研修協力（内容）
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７．その他
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学校のHP上で障害のある子供を対象とし
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図１６ 障害のある幼児児童生徒への施設設備等の提供機能
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図１７ 教員及び子供・保護者からの相談（障害種）
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理解・協力を得ること

地域の小・中学校等を訪問するための旅費等の

予算を確保すること

地域の相談ニーズへ応えるための人材を校内で確保すること

多様な障害に対応する教員の専門性を確保すること

PT・OT・ST等の専門家の協力を得ること

各小・中学校等への支援の内容・方法等のノウハウ

を確立すること

相談ニーズの増加に対し、速やかな対応を図ること

相談・支援・情報提供のためのICT（情報通信技術）の

環境整備を図ること（ハードやソフト、ネットワークを含む）

障害者の社会参加に関する意識を高めること

その他

図１８-１ センター的機能実施上の課題（特別支援学校）
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障害者の社会参加に関する意識を高めること
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図１８-２ センター的機能実施上の課題（特別支援学校）

（特に課題と考えられる事項）
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相談・支援・情報提供のためのICT（情報通信技術）の環境整備

を図ること（ハードやソフト、ネットワークを含む）

障害者の社会参加に関する意識を高めること
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図１９-１ センター的機能実施上の課題（小中学校等）
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図１９-２ センター的機能実施上の課題（小中学校等）

（特に課題と考えられる事項）
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国立 公立 私立 計 国立 公立 私立 計

(45校) (916校) (14校) (975校) (45校) (916校) (14校) (975校)

（１）

1 79 2 82 2.2% 8.6% 14.3% 8.4%

1 106 2 109 2.2% 11.6% 14.3% 11.2%

42 586 9 637 93.3% 64.0% 64.3% 65.3%

1 312 1 314 2.2% 34.1% 7.1% 32.2%

0 122 0 122 0.0% 13.3% 0.0% 12.5%

（２）

5 166 5 176 11.1% 18.1% 35.7% 18.1%

45 820 8 873 100.0% 89.5% 57.1% 89.5%

44 819 9 872 97.8% 89.4% 64.3% 89.4%

44 825 11 880 97.8% 90.1% 78.6% 90.3%

（３）

39 220 14 273 86.7% 24.0% 100.0% 28.0%

5 395 0 400 11.1% 43.1% 0.0% 41.0%

1 225 0 226 2.2% 24.6% 0.0% 23.2%

0 63 0 63 0.0% 6.9% 0.0% 6.5%

0 13 0 13 0.0% 1.4% 0.0% 1.3%

（４） 185 4,101 20 4,306 4.1 4.5 1.4 4.4

　　　→　その内　専任の教員の人数（数値を半角で記入してください） 23 1,274 5 1,302 0.5 1.4 0.4 1.3

（５） 280 8,259 39 8,578 6.2 9.0 2.8 8.8

【図１】

40 879 6 925 88.9% 96.0% 42.9% 94.9%

23 551 0 574 51.1% 60.2% 0.0% 58.9%

27 640 2 669 60.0% 69.9% 14.3% 68.6%

22 583 2 607 48.9% 63.6% 14.3% 62.3%

31 735 1 767 68.9% 80.2% 7.1% 78.7%

　　　→　人数（数値を半角で記入してください） 112 3,303 2 3,417 3.6 4.5 2.0 4.5

　　　→　その内専任の人数（数値を半角で記入してください） 14 970 0 984 0.5 1.3 0.0 1.3

1 8 3 12 2.2% 0.9% 21.4% 1.2%

【図２】

28 772 2 802 62.2% 84.3% 14.3% 82.3%

28 752 0 780 62.2% 82.1% 0.0% 80.0%

16 485 2 503 35.6% 52.9% 14.3% 51.6%

12 354 0 366 26.7% 38.6% 0.0% 37.5%

2 11 3 16 4.4% 1.2% 21.4% 1.6%

【図３】

30 732 5 767 66.7% 79.9% 35.7% 78.7%

28 763 1 792 62.2% 83.3% 7.1% 81.2%

14 482 1 497 31.1% 52.6% 7.1% 51.0%

13 372 0 385 28.9% 40.6% 0.0% 39.5%

2 14 2 18 4.4% 1.5% 14.3% 1.8%

【図４】

35 838 5 878 77.8% 91.5% 35.7% 90.1%

31 730 2 763 68.9% 79.7% 14.3% 78.3%

15 568 0 583 33.3% 62.0% 0.0% 59.8%

2 12 2 16 4.4% 1.3% 14.3% 1.6%

（別紙１-２）

２．聴覚障害

センター的機能を担う分掌等を担当する教員の総数（中心となる教員を含む）（数値を半角で記入してください）

４．肢体不自由

５．病弱

学部構成について （該当する事項の全てに　○　を選択）

３．１０１～１５０人

４．１５１～２００人

５．特別支援教育コーディネーターを複数配置している。

１．センター的機能に関わり都道府県等から指導助言を受けたり、必要な情報を得ている

４．高等部

２．５１～１００人

２．校内体制の整備（該当する事項の全てに　○　を選択）

５．２０１人～

３．都道府県・指定都市（以下、都道府県等）との連携 （該当する事項の全てに　○　を選択）

１．センター的機能に関わり市区町村と情報交換の場を設けている

４．地域の相談ニーズを吸い上げる仕組みを構築している

４．市区町村との連携 （該当する事項の全てに　○　を選択）

２．センター的機能に関わり特別支援教育センター、教育事務所等と連携している

全校に対する割合

1．学校の概況

１．幼稚部

１．視覚障害

３．知的障害

６．その他

学校の本務教員数 （該当する番号に  ○  を選択してください。なお、分校等の教員数も含めてください。）

１．～５０人

センター的機能の中心となる教員の人数（数値を半角で記入してください）

全校に対する割合

２．小学部

３．中学部

Ⅰ　基本情報

※（  ）は、上段の内数。

回答数

４．都道府県等の専門家チームと連携している

１．センター的機能を主として担当する分掌・組織（例えば「地域支援部」など）を設けている

２．定期的にセンター的機能の評価を行っている

３．センター的機能充実のための研修会を行っている

平成25年度特別支援学校のセンター的機能の取組に関する状況調査　集計結果

学校設置上対象とする障害種別を記入してください。 （該当する事項の全てに　○　を選択）

全校に対する割合

２．センター的機能に関わり市区町村と連絡調整等を行っている

３．都道府県等の巡回相談員と連携している

５．その他

３．市区町村の巡回相談員と連携を行っている

１．他の特別支援学校と連絡調整等を行っている

３．地域の教育資源（幼、小、中、高、特別支援学校、特別支援学級、通級指導教室等）のネットワークが構築されている

５．その他

４．市区町村の専門家チームと連携を行っている

２．近隣の小・中学校等と連絡調整等を行っている

４．その他

５．他の特別支援学校等とのセンター的機能に関わる連携 （該当する事項の全てに　○　を選択）

※専任：学級担任をもたずに主にセンター的機能に携わる仕事をしている者

回答数

回答数

回答数

回答数

回答数

回答数

回答数

回答数

１校あたりの平均人数

全校に対する割合

複数配置している場合の
1校あたりの平均人数

全校に対する割合

全校に対する割合

全校に対する割合



国立 公立 私立 計 国立 公立 私立 計

(45校) (916校) (14校) (975校) (45校) (916校) (14校) (975校)

【図５】

（１） 2,168 130,284 71 132,523 48.2 142.2 5.1 135.9

【図６】

（２） 2,168 130,284 71 132,523 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

796 26,252 10 27,058 36.7% 20.1% 14.1% 20.4%

730 63,956 19 64,705 33.7% 49.1% 26.8% 48.8%

３．中学校（中等教育学校の前期課程含む） 384 26,328 34 26,746 17.7% 20.2% 47.9% 20.2%

74 6,115 0 6,189 3.4% 4.7% 0.0% 4.7%

184 7,633 8 7,825 8.5% 5.9% 11.3% 5.9%

（３） 2,168 130,284 71 132,523 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

481 234 0 715 22.2% 0.2% 0.0% 0.5%

1,146 120,463 61 121,670 52.9% 92.5% 85.9% 91.8%

541 9,587 10 10,138 25.0% 7.4% 14.1% 7.6%

（４） 【図７】

38 840 2 880

30 847 3 880

16 485 0 501

33 803 1 837

13 385 1 399

23 581 4 608

5 198 2 205

（５） 【図８】

37 806 4 847

40 878 4 922

31 767 3 801

21 699 0 720

22 536 0 558

15 446 0 461

24 537 0 561

22 543 0 565

1 142 0 143

【図９】

（１） 2,115 131,576 195 133,886 47 143.6 13.9 137.3

【図10】

（２） 2,115 131,576 195 133,886 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

88 32,608 43 32,739 4.2% 24.8% 22.1% 24.5%

720 31,725 53 32,498 34.0% 24.1% 27.2% 24.3%

761 33,719 50 34,530 36.0% 25.6% 25.6% 25.8%

378 20,418 29 20,825 17.9% 15.5% 14.9% 15.6%

91 3,385 2 3,478 4.3% 2.6% 1.0% 2.6%

77 9,721 18 9,816 3.6% 7.4% 9.2% 7.3%

（３） 【図11】

33 669 6 708

28 701 4 733

37 750 9 796

26 617 4 647

23 472 3 498

6 152 0 158

【図12】

18 503 2 523 40.0% 54.9% 14.3% 53.6%

41 798 4 843 91.1% 87.1% 28.6% 86.5%

(27) (663) (3) (693) (60.0%) (72.4%) (21.4%) (71.1%)

7 61 0 68 15.6% 6.7% 0.0% 7.0%

５．他機関への支援の橋渡しに関する依頼

1．国立

２．小学校

４．高等学校（中等教育学校の後期課程含む）

相談の対象となった教員の所属する学校の設置者別の延べ件数（概数を半角数値で記入）合計が（１）と一致

２．公立

６．その他

２．幼稚園等の幼児（３～５才）

７．校内支援体制の構築に関する相談・助言

６．その他（他の特別支援学校、卒業生など）

平成２５年度に実施した相談の内容 （該当する事項の全てに　○　を選択）

相談の対象ごとの延べ件数 （概数を半角数値で記入）合計が（１）と一致

１．小・中学校等の教員を対象に特別支援教育に関する内容の通信や印刷物等を配付している

２．センター的機能のＰＲや特別支援教育に関する内容をＷｅｂページで公開している

３．小学校の児童

１．障害の状況などについての実態把握・評価等

５．高等学校（中等教育学校の後期課程含む）の生徒

１．乳児（０～２才）

４．進路や就労についての相談・助言

＜小・中学校等への情報提供機能 （該当する事項の全てに　○　を選択）＞

平成２５年度に実施した相談の延べ件数 （概数を半角数値で記入）

３．就学や転学等についての相談・助言

１．通常の学級担任

相談の対象となった教員の所属する学校種等の延べ件数 （概数を半角数値で記入）合計が（１）と一致

５．その他の学校（他の特別支援学校など）

Ⅱ　センター的機能の取り組みの実際

３．就学や転学等についての相談・助言

９．その他

平成２５年度に実施した相談の延べ件数 （概数を半角数値で記入）

７．その他

平成２５年度に実施した相談の内容  （該当する事項の全てに　○　を選択）

１．障害の状況などについての実態把握・評価等

２．指導・支援についての相談・助言

５．教育相談担当教員

６．管理職

６．個別の教育支援計画の作成についての相談・助言

４．中学校（中等教育学校の前期課程含む）の生徒

＜地域の子供及びその保護者からの相談（電話、来校、訪問を含む）＞

８．他機関への支援の橋渡しに関する依頼

２．子供との接し方についての相談・助言

３．（２で○と回答した場合お答えください）Ｗebページの情報を２５年度中に１回以上更新している

４．その他

　※　「相談の延べ件数」とは、１人の障害児に関する相談が複数回あった時はその相談回数を合計した数です。

＜小・中学校等の教員からの相談（電話、来校、訪問を含む）＞

１．幼稚園（保育所含む）

４．進路や就労についての相談・助言

５．個別の指導計画の作成についての相談・助言

 ２．特別支援教育等に関する相談・情報提供機能

２．特別支援学級担任

　１．小・中学校等の教員への支援機能

４．特別支援教育コーディネーター

平成２５年度に実施した相談の対象となった教員について （該当する事項の全てに　○　を選択）

回答数 全校に対する割合

回答数

回答数

回答数

３．私立

３．養護教諭

回答数

回答数

回答数

回答数

１校あたりの平均件数

相談の延べ件数に対する割合

1校あたりの平均件数

相談の延べ件数に対する割合



国立 公立 私立 計 国立 公立 私立 計

(45校) (916校) (14校) (975校) (45校) (916校) (14校) (975校)

【図13】

（１） 15 333 3 351 33.3% 36.4% 21.4% 36.0%

（２） 【図13】

2 71 0 73 13.3% 21.3% 0.0% 20.8%

0 49 0 49 0.0% 14.7% 0.0% 14.0%

9 206 1 216 60.0% 61.9% 33.3% 61.5%

1 99 0 100 6.7% 29.7% 0.0% 28.5%

7 90 2 99 46.7% 27.0% 66.7% 28.2%

【図14】

25 756 2 783 55.6% 82.5% 14.3% 80.3%

14 486 0 500 31.1% 53.1% 0.0% 51.3%

14 523 1 538 31.1% 57.1% 7.1% 55.2%

6 227 0 233 13.3% 24.8% 0.0% 23.9%

1 21 1 23 2.2% 2.3% 7.1% 2.4%

（１） 451 11,344 3 11,798 10.0 12.4 0.2 12.1

（２） 【図15】

36 715 1 752 80.0% 78.1% 7.1% 77.1%

26 612 1 639 57.8% 66.8% 7.1% 65.5%

29 690 0 719 64.4% 75.3% 0.0% 73.7%

8 144 1 153 17.8% 15.7% 7.1% 15.7%

【図16】

16 305 0 321 35.6% 33.3% 0.0% 32.9%

　　　→　提供・貸出件数（概数を半角で記入してください） 243 6,709 0 6,952

20 551 0 571 44.4% 60.2% 0.0% 58.6%

　　　→　提供・貸出件数（概数を半角で記入してください） 206 6,546 0 6,752

(9) (217) (0) (226) (20.0%) (23.7%) (0.0%) (23.2%)

11 297 0 308 24.4% 32.4% 0.0% 31.6%

　　　→　提供・貸出件数（概数を半角で記入してください） 193 3,471 0 3,664

(0) (106) (0) (106) (0.0%) (11.6%) (0.0%) (10.9%)

2 132 1 135 4.4% 14.4% 7.1% 13.8%

(0) (50) (0) (50) (0.0%) (5.5%) (0.0%) (5.1%)

7 188 2 197 15.6% 20.5% 14.3% 20.2%

(2) (72) (0) (74) (4.4%) (7.9%) (0.0%) (7.6%)

3 21 1 25 6.7% 2.3% 7.1% 2.6%

【図17】

4 137 3 144 8.9% 15.0% 21.4% 14.8%

3 173 3 179 6.7% 18.9% 21.4% 18.4%

37 676 5 718 82.2% 73.8% 35.7% 73.6%

3 416 1 420 6.7% 45.4% 7.1% 43.1%

0 219 1 220 0.0% 23.9% 7.1% 22.6%

22 559 2 583 48.9% 61.0% 14.3% 59.8%

12 328 0 340 26.7% 35.8% 0.0% 34.9%

38 667 5 710 84.4% 72.8% 35.7% 72.8%

30 630 2 662 66.7% 68.8% 14.3% 67.9%

29 553 1 583 64.4% 60.4% 7.1% 59.8%

8 455 3 466 17.8% 49.7% 21.4% 47.8%

30 621 1 652 66.7% 67.8% 7.1% 66.9%

5 244 2 251 11.1% 26.6% 14.3% 25.7%

8 324 1 333 17.8% 35.4% 7.1% 34.2%

3 238 1 242 6.7% 26.0% 7.1% 24.8%

12 247 0 259 26.7% 27.0% 0.0% 26.6%

2 100 0 102 4.4% 10.9% 0.0% 10.5%

0 20 1 21 0.0% 2.2% 7.1% 2.2%

３．（２で○と回答した場合お答えください）障害のある子供を対象としたＩＣＴ機器等を活用した教材や支
援機器についての情報提供・貸出を行っている

２．主として聴覚障害に関連する相談

11．主として重複障害に関連する相談

３．福祉機関とのネットワークを地域の小・中学校等の支援に活用している

２．医療・保健機関とのネットワークを地域の小・中学校等の支援に活用している

７．主として言語障害に関連する相談

３．特別支援学校へ来校してもらい、教育課程外で個別指導を行っている

５．その他

（（１）で○と回答した場合お答えください）子供への直接的な指導の内容 （該当する事項の全てに　○　を選択）

４．主として肢体不自由に関連する相談

１．主として視覚障害に関連する相談

 ６．障害のある幼児児童生徒への施設設備等の提供機能（該当する事項の全てに　○　を選択）

１０．その他

２．小・中学校等に設置している「通級指導教室」を巡回し指導を行っている

３．主として知的障害に関連する相談

高校生の就労に関するセンター的機能の取組の内容について　（該当する事項の全てに　○　を選択）

２．高校の教員への職業教育・進路指導についての助言

１．高校の生徒・保護者からの直接的な相談への対応

３．高校の教員への実習先や就職先、障害者就労支援機関に関する情報提供

４．特別支援学校が行う職業教育・進路指導に関する研修会・講演会の公開

６．その他

８．学校のHP上で障害のある子供を対象とした教材に関する情報提供を行っている

９．（８で○と回答した場合お答えください）学校のHP上で障害のある子供を対象としたＩＣＴ機器等を活
用した教材又は支援機器に関する情報提供を行っている

５．高校が行う職業教育・進路指導に関する研修会・講演会への協力（講師として参画等）

１．特別支援学校に「通級指導教室」を設置し指導を行っている

＜障害のある高校生の職業教育・就労に関するセンター的機能による支援の内容＞
※１～６までの問いの回答にも含まれるものであるが特に障害のある高校生の職業教育・就労に関する取
組を取り出して聞くものである。

12．その他（障害は不明だが、学力不振や行動上の課題等についての相談など）

８．主として自閉症に関連する相談

（自校以外に在籍する）子供への直接的な指導を実施している

５．その他

10．主としてＬＤに関連する相談

４．労働機関とのネットワークを地域の小・中学校等の支援に活用している

 ７．その他

５．主として病弱に関連する相談

※ＩＣＴ機器等を活用した教材や支援機器：電子化してパソコンなどで使用できる教材や支援機器のこと　

２．障害のある子供を対象とした教材についての情報提供・貸出を行っている

平成２５年度に実施した研修協力の延べ件数 （概数を半角数値で記入）

４．障害のある子供を対象とした教材を作成し情報提供・貸出を行っている

５．（４で○と回答した場合お答えください）障害のある子供を対象としたＩＣＴ機器等を活用した教材や支
援機器を作成し情報提供・貸出を行っている

＜平成２５年度に実施した小・中学校等の教員及び子供・保護者からの相談の主な内容＞
（該当する事項の全てに　○　を選択）

６．主として情緒障害に関連する相談

※１～５における「情報提供・貸出」：個別の要望や申込に対して行われる情報提供・貸出のこと

平成２５年度に実施した研修協力の内容 （該当する事項の全てに　○　を選択）

１．学校や地域で、特別支援教育に関する研修会・講演会を実施

 ５．小・中学校等の教員に対する研修協力機能

６．障害のある子供を対象とした教材のライブラリーをつくっている

１．特別支援連携協議会等機関間の連携の仕組みに参画している

２．学校の校内研修会を地域の小・中学校等の教員に公開して実施

３．地域の小・中学校等の校内研修会に講師として参画

４．その他

１．障害のある子供を対象としたプール、作業室や自立活動関係教室等についての情報提供・貸出を行っている

 ４．福祉、医療、労働などの関係機関等との連絡・調整機能（該当する事項の全てに　○　を選択）

回答数

回答数

回答数

回答数

回答数

回答数

９．主としてＡＤＨＤに関連する相談

４．小・中学校等を巡回し、教育課程外で個別指導を行っている

 ３．障害のある幼児児童生徒への指導・支援機能

回答数

回答数

７．（６で○と回答した場合お答えください）障害のある子供を対象としたＩＣＴ機器等を活用した教材又は
支援機器に関するライブラリーをつくっている

全校に対する割合

全校に対する割合

全校に対する割合

全校に対する割合

（１）に該当する学校に対する割合

全校に対する割合

全校に対する割合

一校あたりの平均件数



国立 公立 私立 計 国立 公立 私立 計

(45校) (916校) (14校) (975校) (45校) (916校) (14校) (975校)

32 686 7 725 71.1% 74.9% 50.0% 74.4%

(12) (242) (6) (260) (26.7%) (26.4%) (42.9%) (26.7%)

17 476 4 497 37.8% 52.0% 28.6% 51.0%

(7) (177) (4) (188) (15.6%) (19.3%) (28.6%) (19.3%)

41 859 7 907 91.1% 93.8% 50.0% 93.0%

(35) (673) (7) (715) (77.8%) (73.5%) (50.0%) (73.3%)

36 875 9 920 80.0% 95.5% 64.3% 94.4%

(28) (690) (8) (726) (62.2%) (75.3%) (57.1%) (74.5%)

18 541 6 565 40.0% 59.1% 42.9% 57.9%

(2) (121) (2) (125) (4.4%) (13.2%) (14.3%) (12.8%)

32 769 3 804 71.1% 84.0% 21.4% 82.5%

(18) (404) (1) (423) (40.0%) (44.1%) (7.1%) (43.4%)

７．相談ニーズの増加に対し、速やかな対応を図ること 27 609 4 640 60.0% 66.5% 28.6% 65.6%

(14) (175) (2) (191) (31.1%) (19.1%) (14.3%) (19.6%)

22 542 3 567 48.9% 59.2% 21.4% 58.2%

(8) (95) (2) (105) (17.8%) (10.4%) (14.3%) (10.8%)

21 501 7 529 46.7% 54.7% 50.0% 54.3%

(6) (91) (6) (103) (13.3%) (9.9%) (42.9%) (10.6%)

3 45 2 50 6.7% 4.9% 14.3% 5.1%

(0) (13) (1) (14) (0.0%) (1.4%) (7.1%) (1.4%)

39 829 6 874 86.7% 90.5% 42.9% 89.6%

(31) (589) (6) (626) (68.9%) (64.3%) (42.9%) (64.2%)

21 543 2 566 46.7% 59.3% 14.3% 58.1%

(6) (175) (1) (182) (13.3%) (19.1%) (7.1%) (18.7%)

39 841 4 884 86.7% 91.8% 28.6% 90.7%

(27) (590) (4) (621) (60.0%) (64.4%) (28.6%) (63.7%)

20 565 3 588 44.4% 61.7% 21.4% 60.3%

(7) (215) (3) (225) (15.6%) (23.5%) (21.4%) (23.1%)

40 879 8 927 88.9% 96.0% 57.1% 95.1%

(37) (697) (6) (740) (82.2%) (76.1%) (42.9%) (75.9%)

29 715 7 751 64.4% 78.1% 50.0% 77.0%

(9) (191) (5) (205) (20.0%) (20.9%) (35.7%) (21.0%)

10 432 3 445 22.2% 47.2% 21.4% 45.6%

(3) (50) (2) (55) (6.7%) (5.5%) (14.3%) (5.6%)

24 595 6 625 53.3% 65.0% 42.9% 64.1%

(6) (134) (4) (144) (13.3%) (14.6%) (28.6%) (14.8%)

1 31 1 33 2.2% 3.4% 7.1% 3.4%

(0) (5) (1) (6) (0.0%) (0.5%) (7.1%) (0.6%)

３．地域の相談ニーズへ応えるための人材を校内で確保すること

１．センター的機能を実施するための校内教職員の理解・協力を得ること

７．相談・支援・情報収集のためのＩＣＴ（情報通信技術）の環境整備を図ること（ハードやソフト、ネットワークを含む）

Ⅲ　センター的機能実施上の課題

８．障害者の社会参加に関する意識を高めること

１．特別支援教育実施のための校内体制を構築すること

２．特別支援教育コーディネーターを継続的に指名すること

９．その他

６．全ての教員がセンター的機能の活用の仕方を理解していること

２．地域の小・中学校等を訪問するための旅費等の予算を確保すること

５．ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等の専門家の協力を得ること

４．多様な障害に対応する教員の専門性を確保すること

６．各小・中学校等への支援の内容・方法等のノウハウを確立すること

３．特別支援教育コーディネーターの専門性の向上を図ること

４．特別支援教育コーディネーターを加配等により配置すること

５．全ての教員が特別支援教育の重要性について理解していること

９．障害者の社会参加に関する意識を高めること

８．相談・支援・情報提供のためのＩＣＴ（情報通信技術）の環境整備を図ること（ハードやソフト、ネットワークを含む）

10．その他

２．小中学校等の課題 

１．特別支援学校の課題 

【図19】

【図18】
（該当する事項の全てに　○　を選択）（特に課題と考えられる事項３つに　◎　を選択）

（該当する事項の全てに　○　を選択）（特に課題と考えられる事項３つに　◎　を選択）

回答数

（上段は○＋◎の数。下段は◎の数。）

回答数

（上段は○＋◎の数。下段は◎の数。）
全校に対する割合

全校に対する割合



Ⅰ．都道府県・市区町村等との連携

１．都道府県・指定都市（以下、都道府県等）との連携
平成19年度（全868校） 平成21年度（全876校） 平成23年度（全889校） 平成25年度（全916校）

（校） （校） （校） （校）

704 733 743 772

(81.1%) (83.7%) (83.6%) (84.3%) 

597 651 718 752

(68.8%) (74.3%) (80.8%) (82.1%)

411 369 415 485

(47.4%) (42.1%) (46.7%) (52.9%)

334 327 342 354

(38.5%) (37.3%) (38.5%) (38.6%)

58 47 20 11

(6.7%) (5.4%) (2.2%) (1.2%)

２．市区町村との連携
平成19年度（全868校） 平成21年度（全876校） 平成23年度（全889校） 平成25年度（全916校）

（校） （校） （校） （校）

583 673 710 732

(67.2%) (76.8%) (79.9%) (79.9%)

678 751 734 763

(78.1%) (85.7%) (82.6%) (83.3%)

284 346 386 482

(32.7%) (39.5%) (43.4%) (52.6%)

224 290 322 372

(25.8%) (33.1%) (36.2%) (40.6%)

53 35 25 14

(6.1%) (4.0%) (2.8%) (1.5%)

Ⅱ．センター的機能の取組の実際

１．小・中学校等の教員への支援機能

【教員からの相談】
平成19年度（全868校） 平成21年度（全876校） 平成23年度（全889校） 平成25年度（全916校）

（件） （件） （件） （件）

相談延べ件数 87,685 113,409 111,222 130,284

１校あたりの平均件数 101.0 129.5 125.1 142.2

※平成２３年度調査から質問項目の内容を変更しているため、参考値である。

公立の特別支援学校のセンター的機能の取組
（平成19・21・23・25年度の比較）

センター的機能に関わり特別支援教
育センター、教育事務所等と連携し
ている

都道府県等の巡回相談員と連携して
いる

都道府県等の専門家チームと連携し
ている

（別紙１-３）

市区町村の専門家チームと連携を
行っている

その他

その他

センター的機能に関わり市区町村と
情報交換の場を設けている

センター的機能に関わり市区町村と
連絡調整等を行っている

市区町村の巡回相談員と連携を行っ
ている

センター的機能に関わり都道府県等
から指導助言を受けたり、必要な情
報を得ている



２．特別支援教育等に関する相談・情報提供機能

【子供及び保護者からの相談】
平成19年度（全868校） 平成21年度（全876校） 平成23年度（全889校） 平成25年度（全916校）

（件） （件） （件） （件）

相談延べ件数 111,405 117,506 125,381 131,576

１校あたりの平均件数 128.3 134.1 141.0 143.6

３．福祉、医療、労働などの関係機関等との連絡・調整機能

【連絡・調整機能を有する特別支援学校の数】
平成19年度（全868校） 平成21年度（全876校） 平成23年度（全889校） 平成25年度（全916校）

（校） （校） （校） （校）

642 710 728 756

(74.0%) (81.1%) (81.9%) (82.5%)

439 487 468 486

(50.6%) (55.6%) (52.6%) (53.1%)

451 499 500 523

(52.0%) (57.0%) (56.2%) (57.1%)

171 200 212 227

(19.7%) (22.8%) (23.8%) (24.8%)

69 37 31 21

(7.9%) (4.2%) (3.5%) (2.3%)

４．小・中学校等の教員に対する研修協力機能

【研修協力機能を有する特別支援学校の数】
平成19年度（全868校） 平成21年度（全876校） 平成23年度（全889校） 平成25年度（全916校）

（校） （校） （校） （校）

670 738 693 715

(77.2%) (84.2%) (78.0%) (78.1%)

595 633 593 612

(68.5%) (72.3%) (66.7%) (66.8%)

692 691 702 690

(79.7%) (78.9%) (79.0%) (75.3%)

117 103 131 144

(13.5%) (11.8%) (14.7%) (15.7%)

学校や地域で、特別支援教育に関す
る研修会・講演会を実施

学校の校内研修会を地域の小・中学
校等の教員に公開して実施

地域の小・中学校等の校内研修会に
講師として参画

特別支援連携協議会等機関間の連
携の仕組みに参画している

その他

医療・保健機関とのネットワークを地
域の小・中学校等の支援に活用して
いる

福祉機関とのネットワークを地域の
小・中学校等の支援に活用している

労働機関とのネットワークを地域の
小・中学校等の支援に活用している

その他



５．障害のある幼児児童生徒への施設設備等の提供機能

【施設設備等の提供機能を有する特別支援学校の数】
平成19年度（全868校） 平成21年度（全876校） 平成23年度（全889校） 平成25年度（全916校）

（校） （校） （校） （校）

256 251 307 305

(29.5%) (28.7%) (34.5%) (33.3%)

635 657 503 551

(73.2%) (75.0%) (56.6%) (60.2%)

209 191 265 297

(24.1%) (21.8%) (29.8%) (32.4%)

102 107 115 132

(11.8%) (12.2%) (12.9%) (14.4%)

176 188

(19.8%) (20.5%)

84 69 17 21

(9.7%) (7.9%) (1.9%) (2.3%)

※斜線は、データなしを示す。

障害のある子供を対象とした教材の
ライブラリーをつくっている

学校のＨＰ上で障害のある子供を対
象とした教材に関する情報提供を
行っている

その他

障害のある子供を対象としたプー
ル、作業室や自立活動関係教室等
についての情報提供・貸出を行って
いる

障害のある子供を対象とした教材に
ついての情報提供・貸出を行ってい
る

障害のある子供を対象とした教材を
作成し情報提供・貸出を行っている



（別紙２）

○都道府県教育委員会の取組

国立大学法
人附属学校
の教職員も研
修の対象とし
ている

私立学校の
教職員も研修
の対象として
いる

1      北海道 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

2      青森 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3      岩手 - ○ - - - ○ - -

4      宮城 ○ ○ ○ ○ - ○ ○ -

5      秋田 ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○

6      山形 ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○

7      福島 - ○ ○ - - ○ ○ ○

8      茨城 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

9      栃木 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

10     群馬 ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○

11     埼玉 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

12     千葉 ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○

13     東京 ○ ○ ○ - - ○ ○ -

14     神奈川 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

15     新潟 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

16     富山 - - ○ - - ○ ○ ○

17     石川 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

18     福井 ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○

19     山梨 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

20     長野 - - - - - - ○ -

21     岐阜 ○ ○ - - - ○ ○ ○

22     静岡 ○ ○ ○ ○ - ○ - ○

23     愛知 - ○ ○ - - ○ ○ -

24     三重 - ○ ○ - - ○ ○ ○

25     滋賀 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

26     京都 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

27     大阪 ○ ○ ○ - - ○ - ○

28     兵庫 ○ - ○ - - ○ - ○

29     奈良 - ○ ○ - - ○ ○ ○

30     和歌山 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

31     鳥取 - ○ - - - ○ ○ -

32     島根 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

33     岡山 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

34     広島 - ○ ○ - - ○ - -

35     山口 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

36     徳島 - ○ ○ ○ - ○ ○ ○

37     香川 - ○ ○ ○ - ○ ○ ○

38     愛媛 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

39     高知 ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○

40     福岡 - - ○ - - ○ ○ ○

41     佐賀 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

42     長崎 ○ ○ - - - ○ ○ ○

43     熊本 ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○

44     大分 ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○

45     宮崎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○

46     鹿児島 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

47     沖縄 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

35 43 42 18 6 46 41 40

センター的機
能に関する研
修を実施して
いる

広域特別支
援連携協議
会等を設置し
ている

巡回相談員を
配置している

専門家チーム
を設置してい
る

(2)支援体制

計

NO. 都道府県名

(1)特別支援学校のセンター的機能への都道府県教育委員会の対応

(左記のうち)
支援に関する
指針（ガイドラ
イン・要項）等
を示している

旅費等につい
て予算化して
いる



○指定都市教育委員会の取組

国立大学法
人附属学校
の教職員も研
修の対象とし
ている

私立学校の
教職員も研修
の対象として
いる

1      札幌市 - - - - - ○ ○ ○

2      仙台市 - - - - - - ○ ○

3      さいたま市 ○ - ○ - - ○ ○ ○

4      千葉市 - - - - - - ○ ○

5      横浜市 - - ○ - - ○ - ○

6      川崎市 - - - - - ○ ○ ○

7      相模原市 - - - - - - - -

8      新潟市 - ○ - - - - ○ ○

9      静岡市 - - - - - - - -

10     浜松市 - ○ - - - - ○ ○

11     名古屋市 - ○ - - - - ○ ○

12     京都市 - ○ ○ - - ○ ○ ○

13     大阪市 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○

14     堺市 ○ ○ - - - - ○ ○

15     神戸市 - - ○ - - ○ ○ ○

16     岡山市 - - - - - - - -

17     広島市 ○ - ○ - - - ○ ○

18     北九州市 ○ - ○ - - ○ ○ ○

19     福岡市 ○ - ○ - - ○ ○ ○

20     熊本市 - - - - - - - -

6 6 8 0 0 9 15 16

旅費等につい
て予算化して
いる

センター的機
能に関する研
修を実施して
いる

(左記のうち)
広域特別支
援連携協議
会等を設置し
ている

巡回相談員を
配置している

専門家チーム
を設置してい
る

(2)支援体制

計

NO. 指定都市名

(1)特別支援学校のセンター的機能への都道府県教育委員会の対応

支援に関する
指針（ガイドラ
イン・要項）等
を示している


